
平成２５年度 復興交付金事業等

農林水産省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(200,000) (200,000) (155,000)

0 0

＜200,000＞ ＜200,000＞ ＜155,000＞

(1,650,000) (1,650,000) (1,278,750)

0 0 0

＜1,650,000＞ ＜1,650,000＞ ＜1,278,750＞

(0) (0) (0)

160,866 160,866 120,649

＜160,866＞ ＜160,866＞ ＜120,649＞

(0) (0) (0)

140,616 140,616 105,462

＜140,616＞ ＜140,616＞ ＜105,462＞

(0) (0) (0)

181,753 181,753 136,314

＜181,753＞ ＜181,753＞ ＜136,314＞

(0) (0) (0)

248,100 248,100 186,075

＜248,100＞ ＜248,100＞ ＜186,075＞

(329,240) (329,240) (246,930)

0 0 0

＜329,240＞ ＜329,240＞ ＜246,930＞

(279,000) (279,000) (209,250)

0 0 0

＜279,000＞ ＜279,000＞ ＜209,250＞

 長部・米崎・小
友・広田

 -82   1/2

  8  県

  - C  直接  1

 -

 市 漁港施設機能強化事業  6  市

1/2

  4 C  -

76  C 

1/2 間接  市 県

 次世代農業技術開発拠点整備事業

73  -

 直接

 大規模園芸団地整備事業

   1 -

 

  県

 -  

 岩手県農業研
究センター南
部園芸研究室

  4  米崎

 

74   -

1/2 間接  C   3  米崎  市 県  4  果樹等集出荷施設整備事業

1/2 市72   C   -

71  

 県 米崎

  4    総合営農拠点施設整備事業 -

  4   2

 間接

 間接 穀物乾燥貯蔵調整施設整備事業  -

1/2 県 米崎  市 C   1 -

陸前高田市

 県

 県

事業
実施
主体

復興交付金事業計画

 県

 広田

地区名
施設名

基本
国費率

（a）
（注３）

 直接

 直接

交付
団体

 陸前高田地区

5/9

5/9

直接／間接

（様式１－４）

 

 農用地災害復旧関連区画整理事業（復興基盤総
合整備事業）

  -19   2

18   -

 

 中山間地域総合整備事業（復興基盤総合整備事
業）

事業番号
（注１）

事業名
（注２）

 C  -

  C   1

  1  

平成25年11月時点

備　考

省庁名：

 -  県

年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

当該年度（注４）

  1

No.



交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

事業
実施
主体

地区名
施設名

基本
国費率

（a）
（注３）

交付
団体

直接／間接
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

備　考

年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

当該年度（注４）

No.

(2,000) (2,000) (1,500)

0 0 0

＜2,000＞ ＜2,000＞ ＜1,500＞

(2,460,240) (2,460,240) (1,891,430) (0) (0)

731,335 731,335 548,500 0 0

＜3,191,575＞ ＜3,191,575＞ ＜2,439,930＞ ＜0＞ ＜0＞

岩手県 担当者氏名

陸前高田市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

合計額

都道県名

市町村名 電話番号

担当部局名

         

 漁港環境整備事業 -

  

91  C

  

 直接 県 長部 1/2   1   3    -  県



平成２６年度 復興交付金事業等

農林水産省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(200,000) (200,000) (155,000)

0 0 0

＜200,000＞ ＜200,000＞ ＜155,000＞

(534,000) (534,000) (413,850)

0 0 0

＜534,000＞ ＜534,000＞ ＜413,850＞

(0) (0) (0)

160,865 160,865 120,648

＜160,865＞ ＜160,865＞ ＜120,648＞

(0) (0) (0)

148,218 148,218 111,163

＜148,218＞ ＜148,218＞ ＜111,163＞

(0) (0) (0)

181,752 181,752 136,314

＜181,752＞ ＜181,752＞ ＜136,314＞

(0) (0) (0)

248,100 248,100 186,075

＜248,100＞ ＜248,100＞ ＜186,075＞

(734,000) (734,000) (568,850) (0) (0)

738,935 738,935 554,200 0 0

＜1,472,935＞ ＜1,472,935＞ ＜1,123,050＞ ＜0＞ ＜0＞

岩手県 担当者氏名

陸前高田市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

担当部局名都道県名

合計額

電話番号市町村名

73

74  

   

 -  4  

          

5/9 直接

1/2

1/2 間接

1/2

 農用地災害復旧関連区画整理事業（復興基盤総
合整備事業）

 大規模園芸団地整備事業

 市 県

 県

 総合営農拠点施設整備事業

 米崎

 間接 1/2

 市 米崎

 間接

 県

 -

 県

 間接

 果樹等集出荷施設整備事業

 米崎72  -

  4

  -

 -

  3  4

  C

 

 

  C

  4

 -

  - C

 

 

 県

 穀物乾燥貯蔵調整施設整備事業

  2

 県  県 広田
 中山間地域総合整備事業（復興基盤総合整備事
業）

 市

 陸前高田地区

 米崎  市

 県  2  

 71

  C19

 C 

 

  1  4  - -

  1 -

5/9 直接 -     118    1 C  -

平成25年11月時点

（様式１－４）

省庁名：

事業番号
（注１）

事業名
（注２）

No.
地区名
施設名

陸前高田市

事業
実施
主体

備　考

復興交付金事業計画

基本
国費率

（a）
（注３）

年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

当該年度（注４）

直接／間接
交付
団体



平成２４年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(1,474,500) (1,474,500) (1,290,187)

0 0 0

＜1,474,500＞ ＜1,474,500＞ ＜1,290,187＞

(3,012,658) (3,012,658) (2,259,493)

0 0 0

＜3,012,658＞ ＜3,012,658＞ ＜2,259,493＞

(2,061,548) (2,061,548) (1,546,161)

0 0 0

＜2,061,548＞ ＜2,061,548＞ ＜1,546,161＞

(1,600,700) (1,600,700) (1,200,525)

0 0 0

＜1,600,700＞ ＜1,600,700＞ ＜1,200,525＞

(1,233,900) (1,233,900) (925,425)

0 0 0

＜1,233,900＞ ＜1,233,900＞ ＜925,425＞

(330,000) (330,000) (247,500)

0 0 0

＜330,000＞ ＜330,000＞ ＜247,500＞

(183,400) (183,400) (137,550)

0 0 0

＜183,400＞ ＜183,400＞ ＜137,550＞

(30,000) (30,000) (24,750)

0 0 0

＜30,000＞ ＜30,000＞ ＜24,750＞

(50,000) (50,000) (41,250)

0 0 0

＜50,000＞ ＜50,000＞ ＜41,250＞

(10,000) (10,000) (8,250)

0 0 0

＜10,000＞ ＜10,000＞ ＜8,250＞

(30,000) (30,000) (24,750)

0 0 0

＜30,000＞ ＜30,000＞ ＜24,750＞

(30,000) (30,000) (24,750)

0 0 0

＜30,000＞ ＜30,000＞ ＜24,750＞

 

 

 県

  

 -

 -

 -

 -

2/3 県1 

 （主）大船渡広
田陸前高田線

久保
 まちづくり連携道路整備事業

 （主）大船渡広
田陸前高田線

広田

1 2/3

 直接

 直接 県 県

 県

 

 D

 D

 

  D  4 

 D 5   

 まちづくり連携道路整備事業 

2/3

 防災集団移転促進事業（計画策定事業）

 まちづくり連携道路整備事業

 長部  直接 1/2

2/3

 直接

 直接

15

23

 -

24

 -

22

 21

 - -

 -

1  -

 -

 -

1 

1 

23  

 

 

 21 

2/3 直接   県
 （国）340号

大石沖
 まちづくり連携道路整備事業

 市 市 D

 D  県

14  - 1 

20

 D  下水道事業（新市街地汚水管路等整備事業）

3 

2 

 県1  

1 

 

 県 まちづくり連携道路整備事業  県

 （主）大船渡広
田陸前高田線

小友

 （国）340号
（仮）今泉大橋

今泉

当該年度（注４）

1/2 高田  市  市  直接

 市 1/2

 高田

 直接

 

平成25年11月時点

備　考直接／間接

 直接

年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

 -

 市 市

 直接

基本
国費率

（a）
（注３）

 市

 直接

1/2 直接 

 都市再生区画整理事業（都市再生事業計画案作
成事業）

 

  

2   
 都市再生区画整理事業（都市再生事業計画案作
成事業）

 市

 今泉

 津波復興拠点整備事業（高田西地区）  高田

3/4

13

 D  -  

 - - D

15 

17 

17  -

復興交付金事業計画

1/2

1/2

 市

 市

事業
実施
主体

11

事業名
（注２）

 

事業番号
（注１）

 D

12  

2   -

交付
団体

 市

1  -  市 D

（様式１－４）

 高田4  9

No.

1 

陸前高田市

1 

15 

省庁名：

 -

 -

 -  D  市

地区名
施設名

 高田

 -

 

  災害公営住宅整備事業（下和野地区）

 10  津波復興拠点整備事業（高田東地区）



交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

当該年度（注４）

備　考直接／間接

年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

基本
国費率

（a）
（注３）

事業
実施
主体

事業名
（注２）

事業番号
（注１）

交付
団体

No.
地区名
施設名

(30,000) (30,000) (24,750)

0 0 0

＜30,000＞ ＜30,000＞ ＜24,750＞

(3,335,000) (3,335,000) (2,918,125)

0 0 0

＜3,335,000＞ ＜3,335,000＞ ＜2,918,125＞

(1,265,000) (1,265,000) (1,106,875)

0 0 0

＜1,265,000＞ ＜1,265,000＞ ＜1,106,875＞

(75,000) (75,000) (65,625)

0 0 0

＜75,000＞ ＜75,000＞ ＜65,625＞

(20,100) (20,100) (17,587)

0 0 0

＜20,100＞ ＜20,100＞ ＜17,587＞

(3,600) (3,600) (2,700)

0 0 0

＜3,600＞ ＜3,600＞ ＜2,700＞

(15,000) (15,000) (12,000)

0 0 0

＜15,000＞ ＜15,000＞ ＜12,000＞

(15,000) (15,000) (12,000)

0 0 0

＜15,000＞ ＜15,000＞ ＜12,000＞

(44,000) (44,000) (35,200)

0 0 0

＜44,000＞ ＜44,000＞ ＜35,200＞

(40,000) (40,000) (32,000)

0 0 0

＜40,000＞ ＜40,000＞ ＜32,000＞

(1,000) (1,000) (800)

0 0 0

＜1,000＞ ＜1,000＞ ＜800＞

(85,500) (85,500) (70,537)

0 0 0

＜85,500＞ ＜85,500＞ ＜70,537＞

【他事業へ流用】（平成24年10月1日）
流用先：◆D-4-2-2県営住宅システム改修事業
流用額：［H24］330千円（264千円）
流用後交付対象事業費：111,670千円（国費89,336
千円）

【他事業より流用】（平成24年10月1日）
流用元：◆D-4-2-1災害公営住宅駐車場整備事業
流用額：［H24］330千円（264千円）
流用後交付対象事業費：1,330千円（国費1,064千
円）

  -  2/3 防災集団移転関連道路整備事業（長部（１））

 防災型シンボルロード調査事業

4  - ◆  D  県営住宅システム改修事業

 高田 ◆

34

 D 2 

35

41

 ◆ 2 

2  -

 災害公営住宅駐車場整備事業  高田

  2 -

  2

7 

 -

29

 

 - 

33

 -   1

1  -  -

 -

 ◆ 1 

 

  1

 復興関連道路調査事業（改築）

26

 -30  D

 

 

 D  - 1  市

4/5

 県

4  D  県 -

 高田

 直接 県

 県

 県

 直接

 県

 長部

 直接 県

 県

 直接

4/5

 直接 D

 D

4/5

 市

4/5

4/5 直接

 

 -  高田  県

31

 県

 まちづくり連携道路調査事業（道路）

 -32

 -

3/4 県

 県

 県

1/2 県

 直接

 直接 東日本大震災特別家賃低減事業  高田 

 高田

 高田 災害公営住宅家賃低廉化事業5 

 - 1 

27  -

 -28  D

 D

  12 

 -

1 

6 

4 

 -  1 

 -

 ◆

4 

4 

 -

 -

 

 -

3 

 D

1 

 直接

 県 県 高田

 高田

 小友  県

 災害復興型地域優良賃貸住宅整備事業

 県  県 

 

 災害公営住宅整備事業

 

 

 

 県 

 （一）長部漁港
線　長部

3/4 直接

 直接

 県  県

3/4

3/4

2/3

 直接

2 

  

 

 1  まちづくり連携道路整備事業

4  -

 - 6 

 D  -

 -

 災害公営住宅整備事業

25  D



交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

当該年度（注４）

備　考直接／間接

年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

基本
国費率

（a）
（注３）

事業
実施
主体

事業名
（注２）

事業番号
（注１）

交付
団体

No.
地区名
施設名

(85,500) (85,500) (70,537)

0 0 0

＜85,500＞ ＜85,500＞ ＜70,537＞

(171,000) (171,000) (141,075)

0 0 0

＜171,000＞ ＜171,000＞ ＜141,075＞

(12,000) (12,000) (9,600)

0 0 0

＜12,000＞ ＜12,000＞ ＜9,600＞

(7,680) (7,680) (6,144)

0 0 0

＜7,680＞ ＜7,680＞ ＜6,144＞

(15,000) (15,000) (12,000)

0 0 0

＜15,000＞ ＜15,000＞ ＜12,000＞

(651,000) (651,000) (520,800)

0 0 0

＜651,000＞ ＜651,000＞ ＜520,800＞

(2,510,000) (2,510,000) (1,882,500)

0 0 0

＜2,510,000＞ ＜2,510,000＞ ＜1,882,500＞

(5,943,847) (5,943,847) (4,457,885)

0 0 0

＜5,943,847＞ ＜5,943,847＞ ＜4,457,885＞

(63,500) (63,500) (47,625)

0 0 0

＜63,500＞ ＜63,500＞ ＜47,625＞

(6,500) (6,500) (4,333)

0 0 0

＜6,500＞ ＜6,500＞ ＜4,333＞

(2,000) (2,000) (1,600)

0 0 0

＜2,000＞ ＜2,000＞ ＜1,600＞

(8,000) (8,000) (6,000)

0 0 0

＜8,000＞ ＜8,000＞ ＜6,000＞

(43,300) (43,300) (34,640)

0 0 0

＜43,300＞ ＜43,300＞ ＜34,640＞

 市

 直接3 

  1

1/2

 市

 市 高田

1/2 直接

 直接

  1  防災まちづくり啓発活動（災害記録誌作成）

 

 防災まちづくり計画策定事業

 市

 市

 竹駒、下矢
作、今泉、長
部、高田、米

崎、小友、広田

 竹駒、下矢
作、今泉、長
部、高田、米

崎、小友、広田

 市

 竹駒、下矢
作、今泉、長
部、高田、米

崎、小友、広田

 D  -

 -

 D 4/5 市

 市 1/3

 市  直接

 直接

 - 2 20 

54

20 

 

 -

20 

1  ◆

 広田

 直接
 下水道事業（新市街地汚水管路等整備事業（単
独分））

21  高田 -

 D

 - D  -

45

48

47  ◆

46

 ◆

 

 D

 D  -

 -

49   D
 都市再生区画整理事業（被災市街地復興土地区
画整理事業）

 

4/5 市

 市  市 1/2

 

 - 4 

 -

2  - 

20 

 -

 -

 

17 

1 

17 

  2 -  嵩上げ宅地の安定試験事業

53  

 ◆

 

 -

 -

  1

3 

 D

 D

 

2 

 -

17 

50

 防災まちづくり啓発活動（ハザードマップ作成）51

52

 D

 -  -
 地区公共施設等整備事業（中沢浜貝塚歴史防災
公園整備事業）

  

 

 ◆

4/5 直接

 直接

 直接 4/5

1/2

 市

 市

 -

 -

 -  市

 市

 高田等

2  -17  公共交通環境整備事業

 長部

 都市再生区画整理事業（被災市街地復興土地区
画整理事業）

 竹駒・高田・米
崎

 市

 市

4/5 直接

 今泉

  1

4/5 直接

 市 高田

 

 市 

  1

 長部 防災集団移転関連道路整備事業（長部（３））

 市

2/3

 市

 防災集団移転関連道路整備事業（長部（２））  市 D 1 

7 

 -

 防災集団移転関連配水管整備事業  市 -

 -  高台移転関連道路整備支援事業2 

  長部

1  -

44  ◆

 -

 D 23 

42

1 

 2/3

 - 9  市

  直接 市

 直接43  

8 

  -

 -

 D



交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

当該年度（注４）

備　考直接／間接

年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

基本
国費率

（a）
（注３）

事業
実施
主体

事業名
（注２）

事業番号
（注１）

交付
団体

No.
地区名
施設名

(52,220) (52,220) (39,165)

0 0 0

＜52,220＞ ＜52,220＞ ＜39,165＞

(11,200) (11,200) (8,400)

0 0 0

＜11,200＞ ＜11,200＞ ＜8,400＞

(181,770) (181,770) (136,327)

0 0 0

＜181,770＞ ＜181,770＞ ＜136,327＞

(153,200) (153,200) (114,900)

0 0 0

＜153,200＞ ＜153,200＞ ＜114,900＞

(323,030) (323,030) (242,272)

0 0 0

＜323,030＞ ＜323,030＞ ＜242,272＞

(1,229,500) (1,229,500) (1,075,812)

0 0 0

＜1,229,500＞ ＜1,229,500＞ ＜1,075,812＞

(130,500) (130,500) (114,187)

0 0 0

＜130,500＞ ＜130,500＞ ＜114,187＞

(288,000) (288,000) (252,000)

0 0 0

＜288,000＞ ＜288,000＞ ＜252,000＞

(497,500) (497,500) (435,312)

0 0 0

＜497,500＞ ＜497,500＞ ＜435,312＞

(397,000) (397,000) (347,375)

0 0 0

＜397,000＞ ＜397,000＞ ＜347,375＞

(782,500) (782,500) (684,687)

0 0 0

＜782,500＞ ＜782,500＞ ＜684,687＞

(30,000) (30,000) (24,750)

0 0 0

＜30,000＞ ＜30,000＞ ＜24,750＞

(30,000) (30,000) (24,750)

0 0 0

＜30,000＞ ＜30,000＞ ＜24,750＞

 直接

3/4

 直接 3/4

 市

 直接

 市  直接

 市

 直接 県

 市

  

 

 県 まちづくり連携道路整備事業

 D

 -

11 

12 

64

65

11 67 2/3

 県

 県

2/3
 （主）大船渡広
田陸前高田線

花貝

 広田

3/4

 まちづくり連携道路整備事業 -

 

 

 D

23 

23  - D

 防災集団移転促進事業（移転事業） 

 小友

 10 

 -

66

 

  -

 防災集団移転促進事業（移転事業）  D  - 

 防災集団移転促進事業（移転事業） 

 

 -

 市 市 

1 

1  -

 （国）３４０号
竹駒

62 9   -23 

 -

 -

23  米崎

23 

 D

10  -63

  D

  D

 高田・今泉 防災集団移転促進事業（移転事業） 3/4 直接

 市
 矢作・竹駒・高

田・今泉

 防災集団移転促進事業（移転事業） 

 防災集団移転促進事業（移転事業） 61

5 

 防災集団移転促進事業（計画策定事業）

 市

 市  市

 広田

 7 

 

23  -  

3/4 市

3/4 直接 市

 小友

 市  市

 市 市 防災集団移転促進事業（計画策定事業） - D

6 23 

 直接

 長部

 58  

59

 D

23 

 -

 -

60

4 

 -

57

 

 

 

 

 

 

 -

 D  - -

 直接

 直接

8 

1/2

 直接 

 直接 市 高田等

1/2  D

 D

  今泉

 -

 -

56 3   市  直接

1/2 市 市 防災集団移転促進事業（計画策定事業）

 防災集団移転促進事業（計画策定事業）  市 1/2

 米崎 -23 

23 

 -  

1/2   D  市 防災集団移転促進事業（計画策定事業）55   - 2 23  -



交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

当該年度（注４）

備　考直接／間接

年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

基本
国費率

（a）
（注３）

事業
実施
主体

事業名
（注２）

事業番号
（注１）

交付
団体

No.
地区名
施設名

(9,031,598) (9,031,598) (7,225,278)

0 0 0

＜9,031,598＞ ＜9,031,598＞ ＜7,225,278＞

(135,500) (135,500) (118,562)

0 0 0

＜135,500＞ ＜135,500＞ ＜118,562＞

(1,500) (1,500) (1,200)

0 0 0

＜1,500＞ ＜1,500＞ ＜1,200＞

(121,100) (121,100) (99,907)

0 0 0

＜121,100＞ ＜121,100＞ ＜99,907＞

(119,900) (119,900) (98,917)

0 0 0

＜119,900＞ ＜119,900＞ ＜98,917＞

(15,000) (15,000) (12,375)

0 0 0

＜15,000＞ ＜15,000＞ ＜12,375＞

(53,700) (53,700) (44,302)

0 0 0

＜53,700＞ ＜53,700＞ ＜44,302＞

(24,400) (24,400) (20,130)

0 0 0

＜24,400＞ ＜24,400＞ ＜20,130＞

(37,800) (37,800) (31,185)

0 0 0

＜37,800＞ ＜37,800＞ ＜31,185＞

(393,000) (393,000) (294,750)

0 0 0

＜393,000＞ ＜393,000＞ ＜294,750＞

(20,000) (20,000) (16,000)

0 0 0

＜20,000＞ ＜20,000＞ ＜16,000＞

 

 85

86

 -

16 1 

15 

 -

 -

1 

87  

 

 D

1 

1 

 D84

 D

88

 -

 -  -

92  ◆

 D 

 D

 D  -

  122  -  - D  -

17 

 - - 13 

 -

 -

90

1 

13 

14 

1 

1 

 -

 直接

 直接

 防災集団移転関連道路整備事業(脇の沢)

 市

 小友 防災集団移転関連道路整備事業(新田)

 防災集団移転関連道路整備事業(茂里花)

 防災集団移転関連道路整備事業(六ｹ浦)

 直接

 

 

 市

 市

 市

 竹駒、下矢
作、今泉、長
部、高田、米

崎、小友、広田

 直接

 直接

 市

 市

 県

 直接

1/2

 県

 直接

4/5

  

 

 

 防災集団移転関連道路整備事業（長部（４））  長部

 

 市  直接

   がけ地近接等危険住宅移転事業

 防災集団移転関連道路整備事業(田谷)

 

  

 

 高田松原地区震災復興祈念公園（仮称）調査事
業

2/3 広田  市

4/5

 市

2/3

2/3

2/3

4/5

 直接

3/4

 市

 高田

 市

 市

 市

 市

 小友

 広田

 米崎

 県

2/3

2/3

 県

 市

 市

77  -

 直接 市

  直接

83  - D

 - ◆

1  -

 市70

 住宅再建相談会

 災害公営住宅整備事業［長部１：水上地区］  長部

 陸前高田市内 D

 F ★

5  -

68  市街地復興効果促進事業

 

  D  - 4 

2 

1 

 

4 

 陸前高田市

12  -

2  -

  3 -

 -   1

 



交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

当該年度（注４）

備　考直接／間接

年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

基本
国費率

（a）
（注３）

事業
実施
主体

事業名
（注２）

事業番号
（注１）

交付
団体

No.
地区名
施設名

(38,555,151) (38,555,151) (30,686,072) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜38,555,151＞ ＜38,555,151＞ ＜30,686,072＞ ＜0＞ ＜0＞

岩手県 担当者氏名

陸前高田市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

     

市町村名

都道県名

電話番号

担当部局名

合計額

      



平成２５年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(1,323,000) (1,323,000) (1,157,625)

0 0 0

＜1,323,000＞ ＜1,323,000＞ ＜1,157,625＞

(42,158) (42,158) (31,618)

0 0 0

＜42,158＞ ＜42,158＞ ＜31,618＞

(776,372) (776,372) (582,279)

61,715 61,715 46,286

＜838,087＞ ＜838,087＞ ＜628,565＞

(480,000) (480,000) (360,000)

35,000 35,000 26,250

＜515,000＞ ＜515,000＞ ＜386,250＞

(190,000) (190,000) (156,750)

0 0 0

＜190,000＞ ＜190,000＞ ＜156,750＞

(40,000) (40,000) (33,000)

0 0 0

＜40,000＞ ＜40,000＞ ＜33,000＞

(110,000) (110,000) (90,750)

0 0 0

＜110,000＞ ＜110,000＞ ＜90,750＞

(210,000) (210,000) (173,250)

0 0 0

＜210,000＞ ＜210,000＞ ＜173,250＞

(80,000) (80,000) (66,000)

0 0 0

＜80,000＞ ＜80,000＞ ＜66,000＞

(690,000) (690,000) (603,750)

0 0 0

＜690,000＞ ＜690,000＞ ＜603,750＞

(920,000) (920,000) (805,000)

0 0 0

＜920,000＞ ＜920,000＞ ＜805,000＞

4  県-

 県 3/4

2/3 直接

 県

2/3 まちづくり連携道路整備事業

 災害公営住宅整備事業

 （一）長部漁港
線　長部

2/3
 （主）大船渡広
田陸前高田線

久保

 直接

 直接

 直接 県

 県

 県

3/4 直接 災害公営住宅整備事業  県

平成25年11月時点

地区名
施設名

交付
団体

備　考

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

事業
実施
主体

2 

 

 まちづくり連携道路整備事業  県

 まちづくり連携道路整備事業

 津波復興拠点整備事業（高田西地区）  高田

 下水道事業（新市街地汚水管路等整備事業）  高田

 県

事業名
（注２）

 災害公営住宅整備事業（下和野地区）

 津波復興拠点整備事業（高田東地区）

 県

 （国）340号
（仮）今泉大橋

今泉

 高田

 まちづくり連携道路整備事業
 （主）大船渡広
田陸前高田線

広田

 まちづくり連携道路整備事業

 県

 県

1/2

2/3 直接

 

 直接

復興交付金事業計画

3/4

基本
国費率

（a）
（注３）

 市

直接／間接

 直接

 （主）大船渡広
田陸前高田線

小友

 直接

 市

2/3 直接

 市

 県

1/2 市

 直接

 市

 県

 市

 市

 市

 高田

 高田

1/2

D

D

1 

1 

1 

-

-

-

陸前高田市

1 -

4 

- 15 

15 

-

-

 

 

 

 

 

2 

1 

 小友 3 

5 -

 

24

23

-

2 

 

25

27  

 

11

D

D

-D

 -

 

D

-

D

1 

1 

1 

4 

-

-

6 D

1 

10  

事業番号
（注１）

D

No.

-

-

-

--

 

（様式１－４）

9  - 4 

省庁名：

14

D

D

 20

 

 21

 

 

26

-

21 
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交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

地区名
施設名

交付
団体

備　考

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

事業
実施
主体

事業名
（注２）

基本
国費率

（a）
（注３）

直接／間接
事業番号

（注１）
No.

(155,105) (155,105) (135,716)

0 0 0

＜155,105＞ ＜155,105＞ ＜135,716＞

(27,780) (27,780) (20,835)

0 0 0

＜27,780＞ ＜27,780＞ ＜20,835＞

(72,000) (72,000) (57,600)

0 0 0

＜72,000＞ ＜72,000＞ ＜57,600＞

(9,470,000) (9,470,000) (7,102,500)

5,248,925 5,248,925 3,936,693

＜14,718,925＞ ＜14,718,925＞ ＜11,039,193＞

(118,100) (118,100) (94,480)

37,550 37,550 30,040

＜155,650＞ ＜155,650＞ ＜124,520＞

(1,645,063) (1,645,063) (1,439,430)

0 0 0

＜1,645,063＞ ＜1,645,063＞ ＜1,439,430＞

(6,623,344) (6,623,344) (5,795,426)

0 0 0

＜6,623,344＞ ＜6,623,344＞ ＜5,795,426＞

(646,768) (646,768) (565,922)

0 0 0

＜646,768＞ ＜646,768＞ ＜565,922＞

(4,148,949) (4,148,949) (3,630,330)

0 0 0

＜4,148,949＞ ＜4,148,949＞ ＜3,630,330＞

(1,683,702) (1,683,702) (1,473,239)

0 0 0

＜1,683,702＞ ＜1,683,702＞ ＜1,473,239＞

(2,794,609) (2,794,609) (2,445,282)

0 0 0

＜2,794,609＞ ＜2,794,609＞ ＜2,445,282＞

(100,000) (100,000) (82,500)

180,000 180,000 148,500

＜280,000＞ ＜280,000＞ ＜231,000＞

(200,000) (200,000) (165,000)

0 0 0

＜200,000＞ ＜200,000＞ ＜165,000＞

(2,293,828) (2,293,828) (1,835,061)

1,062,128 1,062,128 849,702

＜3,355,956＞ ＜3,355,956＞ ＜2,684,763＞

-

1 

 （主）大船渡広
田陸前高田線

花貝

 （国）３４０号
竹駒

★ -F 1 -2 

 直接

  県

4/5 直接

 直接 2/3 県

11 -  

 

 市街地復興効果促進事業-  市

 まちづくり連携道路整備事業

 市 陸前高田市

3/4 直接

3/4 直接

 市

 広田  市

11 1 

 市

 まちづくり連携道路整備事業  県

12 -

 市

 市 3/4 防災集団移転促進事業（移転事業）

 市

 市

 直接 3/4

 直接

 防災集団移転促進事業（移転事業）  小友

 市

10 1 2/3 県

-

 

 矢作・竹駒・高
田・今泉

 

 都市再生区画整理事業（被災市街地復興土地区
画整理事業）

  米崎10 

9 

 長部

 高田・今泉

 防災集団移転促進事業（移転事業）

 防災集団移転促進事業（移転事業）D

23 -

-23 

D -  防災集団移転促進事業（移転事業）

3/4

 直接 市

 市

 市

 直接23 

-

 直接

 直接

-

 

1 

-

- 21 

 市

 市

 市-

 防災集団移転促進事業（移転事業） 

23 7 

8 

 下水道事業（新市街地汚水管路等整備事業（単
独分））

 今泉

1 -

3 

 高田

 県

6 

3/4

4/5 県

 県

 市

-

 高田

 東日本大震災特別家賃低減事業

1 -

4/5

1/2 直接-

 県

- 1  

 高田- 1  直接

 市

 高田

4 

3/45  

2  災害公営住宅駐車場整備事業  県-

1/2 直接 県

 災害公営住宅家賃低廉化事業

67

 

- 

63  

23 

-

61

 

 

30

29

54

 

 

66

◆

65

 

 

48

60

D

-

-

 

62

D

-

D

D

D

D

- 17 

D

-D -

D

68

◆34

23 

D

D

64  

-
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交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

地区名
施設名

交付
団体

備　考

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

事業
実施
主体

事業名
（注２）

基本
国費率

（a）
（注３）

直接／間接
事業番号

（注１）
No.

(716,191) (716,191) (626,667)

95,707 95,707 83,743

＜811,898＞ ＜811,898＞ ＜710,410＞

(1,500) (1,500) (1,200)

0 0 0

＜1,500＞ ＜1,500＞ ＜1,200＞

(150,000) (150,000) (123,750)

23,400 23,400 19,305

＜173,400＞ ＜173,400＞ ＜143,055＞

(200,000) (200,000) (165,000)

0 0 0

＜200,000＞ ＜200,000＞ ＜165,000＞

(30,000) (30,000) (24,750)

0 0 0

＜30,000＞ ＜30,000＞ ＜24,750＞

(110,000) (110,000) (90,750)

0 0 0

＜110,000＞ ＜110,000＞ ＜90,750＞

(50,200) (50,200) (41,415)

40,100 40,100 33,082

＜90,300＞ ＜90,300＞ ＜74,497＞

(77,400) (77,400) (63,855)

0 0 0

＜77,400＞ ＜77,400＞ ＜63,855＞

(756,560) (756,560) (661,990)

0 0 0

＜756,560＞ ＜756,560＞ ＜661,990＞

(393,000) (393,000) (294,750)

0 0 0

＜393,000＞ ＜393,000＞ ＜294,750＞

(0) (0) (0)

10,000 10,000 8,000

＜10,000＞ ＜10,000＞ ＜8,000＞

(528,000) (528,000) (475,200)

0 0 0

＜528,000＞ ＜528,000＞ ＜475,200＞

(154,849) (154,849) (123,879)

0 0 0

＜154,849＞ ＜154,849＞ ＜123,879＞

(919,000) (20,000) (16,000)

0 0 0

＜919,000＞ ＜20,000＞ ＜16,000＞

4/5

-

17 

-

--  市- 4  直接 市

1 4 

 高田 区画整理事業効果促進支障物件移転事業

 高田 災害公営住宅活用事業（高田地区）

1 

1 94 ◆

95 ◆ D

 県

 直接

 直接

4/5

 市 1/2

 直接 県

 

◆
 高田松原地区震災復興祈念公園（仮称）調査事
業

 高田1 

-

22 D

D -  県

 市

 米崎

 竹駒、下矢
作、今泉、長
部、高田、米

崎、小友、広田

 

 県

 がけ地近接等危険住宅移転事業

 災害公営住宅整備事業 

16 -

92

 

-

1 -

2/3 防災集団移転関連道路整備事業(田谷)  市

 災害公営住宅整備事業（大野地区）

 市  直接

 

-  直接 市 4/5 市

 広田 3/4 直接 市 市

 広田 

D

 市

4/5

-1 

- -

4 

90 1 13 -D -

12 D

D

D

 

-

1 

-

93

88  

7 

D 1 -

6 89  D

 

4 

2/3

 市 2/3

85

84

83

D

 

 市  直接 2/3 市

 直接

 直接

 直接 2/3

2/3

 市

 市

 市

87 D

- - 15 1  

14 

-  直接

 防災集団移転関連道路整備事業(新田)  市

 小友

 広田

 防災集団移転関連道路整備事業(脇の沢)

 防災集団移転関連道路整備事業(茂里花)

 防災集団移転関連道路整備事業（長部（４））

 小友

 陸前高田市内

 米崎

 長部

 長部 災害公営住宅整備事業［長部１：水上地区］

 

 防災集団移転関連道路整備事業(六ｹ浦) 

 市

 住宅再建相談会  県3 

 市

 市 

◆ -

-

-

13 

1 

-  

 

1 

-

4 D

-

 県

 市 3/4

4/5 直接

5 -  直接

-

 

- 2 

17 

77

-

70  D

86

 

4 
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交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

地区名
施設名

交付
団体

備　考

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

事業
実施
主体

事業名
（注２）

基本
国費率

（a）
（注３）

直接／間接
事業番号

（注１）
No.

(40,000) (40,000) (36,000)

0 0 0

＜40,000＞ ＜40,000＞ ＜36,000＞

(40,580) (40,580) (32,464)

0 0 0

＜40,580＞ ＜40,580＞ ＜32,464＞

(984,470) (984,470) (787,576)

0 0 0

＜984,470＞ ＜984,470＞ ＜787,576＞

(378,280) (378,280) (340,452)

0 0 0

＜378,280＞ ＜378,280＞ ＜340,452＞

(25,220) (25,220) (20,176)

0 0 0

＜25,220＞ ＜25,220＞ ＜20,176＞

(2,029) (2,029) (1,623)

0 0 0

＜2,029＞ ＜2,029＞ ＜1,623＞

(40,398,057) (39,499,057) (32,830,840) (0) (0)

6,794,525 6,794,525 5,181,601 0 0

＜47,192,582＞ ＜46,293,582＞ ＜38,012,441＞ ＜0＞ ＜0＞

岩手県 担当者氏名

陸前高田市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

合計額

市町村名 電話番号

都道県名 担当部局名

      2/3 

 市

  

101  ◆

 

3/4 直接

4/5

4/5

-

 -1  高田

-  長部・高田

 - - 4 

4/5

 市

 直接

 市

2/3 市

 直接

4/51 

 直接

 市  直接

 災害公営住宅駐車場整備事業

D

 市

8 

-

-

F

2 

 市営住宅管理システム改修事業  3

 

 直接

1 

 市

D

15 

D -

 D

 

-

 市
 津波復興拠点支援施設整備効果促進事業〔高田
東地区〕

 陸前高田市

 市 広田

-

 県

 高田  市-

-  高田、広田

4 

1 

 市街地復興効果促進事業（県分）

20 

 災害公営住宅整備事業（田端地区）

 県-

1 

100 ◆

4 

97

4 

99

 復興まちづくり支援施設整備事業
(自治会館等整備事業）

 

-4 

★98

96 -

4 

 

◆

-

D 
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平成２６年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(1,300,000) (1,300,000) (1,072,500)

0 0 0

＜1,300,000＞ ＜1,300,000＞ ＜1,072,500＞

(1,500,000) (1,500,000) (1,237,500)

0 0 0

＜1,500,000＞ ＜1,500,000＞ ＜1,237,500＞

(300,000) (300,000) (247,500)

0 0 0

＜300,000＞ ＜300,000＞ ＜247,500＞

(70,000) (70,000) (57,750)

0 0 0

＜70,000＞ ＜70,000＞ ＜57,750＞

(9,009,700) (9,009,700) (7,883,487)

0 0 0

＜9,009,700＞ ＜9,009,700＞ ＜7,883,487＞

(5,493,000) (5,493,000) (4,119,750)

0 0 0

＜5,493,000＞ ＜5,493,000＞ ＜4,119,750＞

(220,785) (220,785) (193,186)

0 0 0

＜220,785＞ ＜220,785＞ ＜193,186＞

(1,158,037) (1,158,037) (1,013,282)

0 0 0

＜1,158,037＞ ＜1,158,037＞ ＜1,013,282＞

(47,970) (47,970) (41,973)

0 0 0

＜47,970＞ ＜47,970＞ ＜41,973＞

(145,671) (145,671) (127,462)

0 0 0

＜145,671＞ ＜145,671＞ ＜127,462＞

(478,240) (478,240) (418,460)

0 0 0

＜478,240＞ ＜478,240＞ ＜418,460＞

3/4

3/4

3/411 

 防災集団移転促進事業（移転事業）

 市

 

  市

 市 広田

 直接

 直接

65  D 

64   D

  D

 防災集団移転促進事業（移転事業）  小友

26  D

 D60

 

62

61  D

48  

 

 

 D

 - 12 23 

 -

 市  直接

 -

 -

 -

23  -

 -

 

 - 23 

23 7 

 

 2 

  -

1  

 高田

 （主）大船渡広
田陸前高田線

広田

 （国）340号
（仮）今泉大橋

今泉

 長部  市

3/4

3/4 直接

 直接

 高田・今泉

 市

 市

 市

1/2

 防災集団移転促進事業（移転事業） 

 

 -

 防災集団移転促進事業（移転事業） 

2/3

3/4

 市

 -

 直接 市

 

1 

9 

6 

 防災集団移転促進事業（移転事業）

 災害公営住宅整備事業 -4 

 

 

  

 

 

 -

 県

 県

 市

 県

 県

 -

 -

3 

 

 まちづくり連携道路整備事業

8 

23 

 -

 矢作・竹駒・高
田・今泉

 -

17 

 

（様式１－４）

  まちづくり連携道路整備事業1  

No.

省庁名：

1  -20

25  -

 -

 - D 

23

 D 

 D

21 1   D

4 

事業名
（注２）

 まちづくり連携道路整備事業 

 

 -

事業番号
（注１）

2 

復興交付金事業計画

基本
国費率

（a）
（注３）

2/3 直接

直接／間接
事業
実施
主体

 県

 都市再生区画整理事業（被災市街地復興土地区
画整理事業）

平成25年11月時点

年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

当該年度（注４）

備　考

2/3

 直接

 直接 県

 県

交付
団体

 （主）大船渡広
田陸前高田線

小友
 県

2/3

陸前高田市

 県

 （一）長部漁港
線　長部

 市

地区名
施設名

 今泉

 県

 まちづくり連携道路整備事業

 直接

 直接



交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

No.
事業名
（注２）

事業番号
（注１）

基本
国費率

（a）
（注３）

直接／間接
事業
実施
主体

年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

当該年度（注４）

備　考
交付
団体

地区名
施設名

(600,000) (600,000) (495,000)

0 0 0

＜600,000＞ ＜600,000＞ ＜495,000＞

(140,000) (140,000) (115,500)

0 0 0

＜140,000＞ ＜140,000＞ ＜115,500＞

(0) (0) (0)

125,700 125,700 103,702

＜125,700＞ ＜125,700＞ ＜103,702＞

(0) (0) (0)

95,000 95,000 78,375

＜95,000＞ ＜95,000＞ ＜78,375＞

(324,240) (324,240) (283,710)

0 0 0

＜324,240＞ ＜324,240＞ ＜283,710＞

(0) (0) (0)

45,000 45,000 36,000

＜45,000＞ ＜45,000＞ ＜36,000＞

(162,120) (162,120) (133,749)

0 0 0

＜162,120＞ ＜162,120＞ ＜133,749＞

(20,949,763) (20,949,763) (17,440,809) (0) (0)

265,700 265,700 218,077 0 0

＜21,215,463＞ ＜21,215,463＞ ＜17,658,886＞ ＜0＞ ＜0＞

岩手県 担当者氏名

陸前高田市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

市町村名 電話番号

都道県名 担当部局名

合計額

 

87  

92

16 

 -

1 

 ◆

 D

 D

2/3    

 災害公営住宅整備事業（大野地区）

99  D  -

 

 -

89 4 

22 

 8  -

 -

 県 4/5

2/3 直接

 市

 （国）３４０号
竹駒

 まちづくり連携道路整備事業  県

 市

 県

 市

 県

 

 

12 

11  

 

 

67   D

66  D 

83  

2/3 市

 直接  1

6  -

 直接

 市

 

 高田松原地区震災復興祈念公園（仮称）調査事
業

 -

 

 D 1 

 -

 -

1 

 -

 - -

1 

 

 県
 （主）大船渡広
田陸前高田線

花貝
 まちづくり連携道路整備事業10   - -

3/4

2/3

2/3

 直接

 直接

 直接

 直接

 市

 広田 防災集団移転関連道路整備事業(六ｹ浦) 

2/3 防災集団移転関連道路整備事業（長部（４））  長部

 高田

  災害公営住宅整備事業（田端地区）

 -

  市

 県

 

 市

 広田

  

 D

  

 

1 

4  広田



平成２５年度 復興交付金事業等

環境省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(93,536) (93,536) (70,152)

18,100 18,100 13,575

＜111,636＞ ＜111,636＞ ＜83,727＞

(93,536) (93,536) (70,152) (0) (0)

18,100 18,100 13,575 0 0

＜111,636＞ ＜111,636＞ ＜83,727＞ ＜0＞ ＜0＞

岩手県 担当者氏名

陸前高田市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

合計額

電話番号

担当部局名都道県名

市町村名

    

 

 

 

 

  

   

  

 

 

 

  

 

 

  

 

 

 

  

 

 

  

  

 

 

  

   

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

  

 

 

平成25年11月時点

交付
団体

当該年度（注４）

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

備　考

年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

       

 

     

地区名
施設名

 市  直接 市 浄化槽設置整備復興事業 -

No.

復興交付金事業計画陸前高田市

1/2

省庁名：

  1

事業番号
（注１）

16

（様式１－４）

事業名
（注２）

 E   1   -

 竹駒・下矢作・
今泉・長部・高
田・米崎・小

友・広田

 



平成２６年度 復興交付金事業等

環境省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

184,256 184,256 138,192

＜184,256＞ ＜184,256＞ ＜138,192＞

(0) (0) (0) (0) (0)

184,256 184,256 138,192 0 0

＜184,256＞ ＜184,256＞ ＜138,192＞ ＜0＞ ＜0＞

岩手県 担当者氏名

陸前高田市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

電話番号市町村名

担当部局名都道県名

合計額

 

 

   

 

 

  

   

 

 

 

  

 

   

  

   

 

 

 

  

 

    

 

 

 

  

  

  

 

   

 

  

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

   

 

  

     

平成25年11月時点

基本
国費率

（a）
（注３）

備　考

年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

当該年度（注４）

   

1/2

事業
実施
主体

 直接 市

復興交付金事業計画

直接／間接

（様式１－４）

事業名
（注２）

 E  -

事業番号
（注１）

  浄化槽設置整備復興事業 -

陸前高田市

交付
団体

地区名
施設名

 竹駒・下矢作・
今泉・長部・高
田・米崎・小

友・広田

省庁名：

No.

16    市  1   1


